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実証実験の背景

 貫徹小委においては、FIT非化石証書を電源種毎に細分化する等の商品設計につい
ては事業者のニーズを踏まえ市場開設後も継続的に検討していくこととされていたところ、
FIT非化石証書に対応する電源種や発電所所在地等属性情報を明らかにすることに
関してどのような事業者ニーズが存在するかを把握すると共に、属性情報の管理・追跡
のためにどのような情報基盤や仕組み（以下、「トラッキングスキーム」）が必要となるの
かについても検討を進めた上で、試行的に取引を実施することとした。
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1. 実証実験結果のご報告

2. トラッキングについての今後の方針

3. 次回以降オークションにおける改善点
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参考: 各制度の国際的枠組みへの適合性
第1回我が国企業による国際的な気候変動イニシアティブへの対応に関する研究会 資料3-2
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実証実験の概要

 対象とされる非化石証書: 2019年2月25日~3月1日にて開催されるオークションで取
引されるFIT非化石証書

 参加条件: 参加を希望する全てのFIT発電事業者及び小売電気事業者 (需要家は
契約する小売事業者経由での参加)

 対象とする属性情報: 参加を希望した発電事業者が2018年7月~9月の間に発電し
たFIT電気に対応する属性情報

 実施主体: 資源エネルギー庁及びその委託を受けた日本ユニシス株式会社

実証実験の内容
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トラッキングされる情報

 本実証実験においては、下記属性情報をトラッキングし非化石証書に付与。

1. 設備ID

2. 発電設備区分

3. 発電設備名

4. 設置者名

5. 発電出力(kW)

6. 認定日

7. 運転開始又は予定日

8. 設備の所在地

 また、証書の取引情報についても参考情報として付与。

1. 証書を購入した小売電気事業者名

2. 証書が購入されたオークション

3. 証書購入量(kWh)

4. 正式メニュー名 (排出係数申請時に経済産業省に報告するメニュー)

5. 通称メニュー名 (ホームページなどに記載のある営業活動上の通称)

6. 当該メニューを購入することを予定している需要家

実証実験の内容
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小売電気事業者が受け取る属性情報付与証明書のイメージ
実証実験の内容
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トラッキング付非化石証書を活用した営業活動の留意点

 本実証実験においては、トラッキング付非化石証書の取引によっても電気に付随する産地価値と
特定電源価値といった環境価値以外の価値が移転することは想定していない。

 従って、小売事業者の営業活動においては、需要家がトラッキング付非化石証書の購入によって
電源構成や販売電気の性質が変化したと誤認しないよう留意する必要がある。例えば、販売促
進資料上で販売する電力との紐づけを明示しない形で実績として購入したトラッキング付非化石
証書の内訳を記載することは可能。

実証実験の内容
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発電事業者の参加状況

 本実証実験には、59の発電事業者が参加し、142設備が属性情報のトラッキング対象として登
録された。

 登録設備のFIT非化石証書の総量は合計約5.5億kWh程度となった。大半がPPA付の設備で
あり、PPAがなく、割当にあたり発電事業者の個別の合意も必要でない先着順の証書は2,000
万kWhの参加であった。

登録設備数

登録設備のFIT非化石証書量 (万kWh)

※1 小売買取または再エネ特定卸供給

バイオマス 水力 太陽光 地熱 風力 合計

PPAあり 31,755 8,851 7,980 1,769 2,372 52,729

PPAなし 277 118 1,016 0 756 2,169

合計 32,032 8,970 8,996 1,769 3,129 54,898

バイオマス 水力 太陽光 地熱 風力 合計

PPAあり※1 14 12 89 2 5 122

PPAなし※2 2 4 11 0 3 20

合計 16 16 100 2 8 142

※2 個別合意と先着順対象の合算。同一設備について、個別合意がなされなかった分の証書を先着順対象としても活用
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参考: 実証実験参加発電事業者

DTS飛騨水力発電株式会社 株式会社パルシステム発電 山梨県企業局

JFEソーラーパワー清水株式会社 株式会社ひらつかＥサービス 出光興産株式会社

JFEソーラーパワー芳賀株式会社 株式会社ブラックジャックシステム 新岡山ソーラー株式会社

JXTGエネルギー株式会社 岩手県企業局 太陽光サポートセンター

イーレックスニューエナジー佐伯株式会社 宮崎県企業局 大和エネルギー株式会社

エナリスＤＥバイオガスプラント株式会社 京セラＴＣＬソーラー合同会社 脱炭素化支援株式会社

サミット酒田パワー株式会社 恒輝株式会社 電源開発株式会社

ソーラーパワーネットワーク 香取クリーンエナジー合同会社 唐津市湊風力発電合同会社

バンプーパワージャパン株式会社 合同会社えひめ森林発電 東日本旅客鉄道株式会社

岡山県企業局 合同会社しまね森林発電 特定非営利法人 野馬土

株式会社Looop 合同会社ふくしまsolarプラント１号 日本エネルギー工事システム株式会社

株式会社ＮＴＴファシリティーズ 合同会社伊豆の国ソーラーパーク 日本エネルギー総合システム株式会社

株式会社エコスタイルパワー 合同会社群馬ソーラーパーク 幌延風力発電株式会社

株式会社シーエナジー 合同会社天栄村ソーラーパーク 野村不動産熱供給株式会社

株式会社しんえこ 三峰川電力株式会社

株式会社つくばグリーンパワープラント 山形県企業局

※全参加企業59社のうち、公開に同意いただいた46社のみ事業者名を記載
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参考: 実証実験参加小売電気事業者

HTBエナジー株式会社 株式会社エコスタイル

JAG国際エナジー株式会社 株式会社エナリス・パワー・マーケティング

JXTGエネルギー 株式会社エネット

アーバンエナジー株式会社 株式会社グローバルエンジニアリング

イーレックス株式会社 株式会社パルシステム電力

エネサーブ株式会社 株式会社ファミリーネット・ジャパン

サミットエナジー株式会社 株式会社翠光トップライン

シナネン株式会社 丸紅新電力株式会社

ゼロワットパワー株式会社 九州電力株式会社

ダイヤモンドパワー株式会社 自然電力株式会社

プレミアムグリーンパワー株式会社 大和ハウス工業株式会社

みんな電力株式会社 中国電力株式会社

伊藤忠エネクス株式会社 中部電力株式会社

荏原環境プラント株式会社 東京ガス株式会社

株式会社Ｆ－Ｐｏｗｅｒ 東北電力株式会社

株式会社Looop 日本エネルギー総合システム株式会社

株式会社アイキューフォーメーション 日立造船株式会社

※全参加企業40社のうち、公開に同意いただいた34社のみ事業者名を記載
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非化石価値取引市場オークション結果

 トラッキングの導入により、前回オークションに比べて非化石証書を購入した事業者の数
は増加した一方で、約定量は減少している。

26

7
9

40

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

2017年 2018年第1回 2018年第2回 2018年第3回

入札参加会員数

516 

224 

2,102 

856 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2017年 2018年第1回 2018年第2回 2018年第3回

約定量 (万kWh)

非化石価値取引市場オークション結果



16

各社の入札行動

 今回と前回のオークション双方に参加した事業者は1社を除き全て入札量を増加させて
いることから、約定量を減少させた1社が総約定量に大きな影響を与えたと考えられる。

2回目以上

19社

13社

1社

7社

今回オークション参加者の入札行動変化

今回初参加

前回不参加

前回参加

入札量減少

入札量維持
または増加

事業者数



17

今後の購入量の展望

 本実証実験に参加した小売電気事業者にヒアリングを行ったところ、今回実証されたト
ラッキングの仕組みはRE100等に対して再エネ電気の使用を主張していくために必要な
要件を満たしているため、今後事業者側でトラッキング付非化石証書を活用したメニュー
開発と顧客開拓が進めば各社購入量が増加していくことが考えられるとの意見が聞かれ
た。

メニュー開発・顧
客開拓が必要

社内プロセスを
整備することが
必要

トラッキングは必
要な要件を満た
している

事業者コメント概要

• 現状、トラッキング付非化石証書を購入してもそれを活用して販売するためのメ
ニューがまだ存在しないため、今回は制度を理解するために少量を試験的に購入
するのみに留めた

• 今後メニュー開発と顧客開拓が進めば、実需要に見合ったより多くの非化石証書
を購入することとなる

• 今回が初めてのトラッキング付非化石証書の購入であったため、大量の証書を購
入するための社内決裁プロセスも整備しておらず、現場の裁量で購入できる範囲
内の購入量となった

• 実需要に見合った多くの非化石証書を購入する場合、需要家側でも決裁プロセ
スの確立と予算の獲得等が必要となり、対応に時間を要すると思われる

• 証書に記載される情報の項目・粒度やダブルカウント防止策などを鑑みるに本実
証実験の枠組みはトラッキングとして必要な要件を備えている

• 今後手続きの煩雑さやポータルサイトの分かりやすさ等運用面でのより一層の改
善が行われることは望ましい
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1. 実証実験結果のご報告

2. トラッキングについての今後の方針

3. 次回以降オークションにおける改善点
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次回以降オークションにおけるトラッキングスキームの導入

 トラッキングスキームの導入によって、非化石証書オークション参加事業者が増加したこ
と、今後購入量も増加していくことが期待されることから、 2019年5月開催のオークショ
ン以降もトラッキング付非化石証書の販売にかかる実証実験を継続してはどうか。

 また、非化石証書の利用価値を高めるため、非化石証書と組み合わせた電気の需要
家への訴求内容については並行して検討を行うことが必要。
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電気に付随する価値の取引に関する扱い

 環境価値が付与された系統電気を調達できるという非化石証書のメリットを需要家に訴求するためには、非化
石証書の環境価値の位置づけに加えて、トラッキング付非化石証書の発電所情報とPPAの発電所情報の関
係を分かりやすく説明していくことが重要となる。

 今後、実証実験を継続するにあたっては、トラッキング付非化石証書と組み合わせた電気の需要家への訴求
内容について検討を進めてはどうか。その訴求内容の検討にあたっては、分かりやすさを図る観点に加え、電源
構成等に関する誤認を招かない観点も踏まえた慎重な検討が必要になるものと考えられる。

概要

環
境
価
値

特定電源価値

ゼロエミ価値

非化石価値
• 高度化法上の非化石電源比率の算定時に非

化石電源として計上できる価値。

• 小売電気事業者が調整後排出係数算定時
に、実CO2排出量を減算する価値。

環境表示
価値

• 小売電気事業者が需要家に対して、その付加
価値を表示・主張する権利。

産地価値
• 電気が特定の地域で発電されたものであること

を表示し訴求する価値。

• 電気が特定電源由来のものであることを表示し
訴求する価値。

小売が訴求する価値 価値の取引方法

非化石証書

電気取引
(PPA)※

※連系線を利用して電気を調達する場合、JEPXにおいて同一の30分の時間帯に、PPAの契約当事者である小売電気事業者
及び売入札側の事業者が入札し約定した電気の総量が当該契約に基づいて調達されたとする電力量以上である必要がある
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参考: 電力の小売営業に関する指針における特定の電源・産地の価値が
維持される条件の整理

[電力の小売営業に関する指針]
（３）電源構成等の適切な開示の方法

ウ 問題となる行為
ⅰ） 一般的に問題となるもの
（※）間接オークションを用いた調達の場合小売電気事業者が、連系線を利用して電気を調達
するために、日本卸電力 取引所を介して電気を取引する場合、当該電気は日本卸電力取引所
から調達 した電気に該当する。しかし、小売電気事業者が連系線を利用して他の事業 者から調
達する電気につき、（ア）売入札側の事業者との間で電源構成等を特定した契約を締結し、か
つ、（イ）日本卸電力取引所において同一の３０ 分の時間帯に当該小売電気事業者及び売
入札側の事業者が入札し約定した電 気の総量が当該契約に基づいて調達されたとする電力量
以上であるときは、 小売電気事業者は、その調達した電気を当該契約に定められた電源構成等
の割合で調達したものとみなして区分しても問題とならない。また、ある事業 者が売入札した電気
を連系線を介して自ら買い戻すために日本卸電力取引所に入札するときは、同一の３０分の時
間帯における自社電力の買戻しに相当 する電力量について、売入札側の電源構成等の割合で
区分して電源構成等を 算定しても問題とならない。 これらの要件を満たさないにもかかわらず、日
本卸電力取引所を介して調達した電気を区分するに当たり、売入札側の電源構成等を用いて算
定することは、問題となる。
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参考: 電気に付随する価値と電力取引との関係 第30回制度設計専門会合 資料3
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参考: 電気に付随する価値の整理 第30回制度設計専門会合 資料3
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参考: 非化石価値が持つ環境価値の整理 第3回市場整備WG資料
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FIT非化石証書の需要拡大に向けた今後の方針

 取引初年度においては、一部の大口需要家を除き、非化石証書を利用した電力メ
ニューの開発や需要家の開拓が進まなかった。

 非化石証書の認知度向上や需要家への訴求内容など制度の改善点は引き続き残さ
れている。また、トラッキングスキームの導入も開始されたばかりであり定着を図っていくこと
が必要である。

 FIT非化石証書にはFIT賦課金の金額も踏まえて入札最低価格が設定されているが、
FIT非化石証書需要拡大のためには、証書の付加価値を高め、新たな証書需要を発
掘していくことが重要。トラッキングスキームを含め、環境意識の高い需要家のニーズを丁
寧に捉えながら証書の魅力向上に一層努めていく。

※実証実験の実施に併せて実施した事業者アンケートにおいて、非化石証書の価格水準について言及した事業
者は回答数42件のうち7件(需要家5件、発電事業者2件)のみであった。
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参考: FIT非化石証書の入札最低価格について

 FIT非化石証書の入札価格については、取引初年度の価格動向を踏まえて、取引初
年度の次年度以降必要に応じて見直しを行うこととされていた。



28

参考: FIT非化石証書オークションにおける入札価格の設定根拠
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次回以降オークションにおける検討課題

 本実証実験における学びを受けて、次回以降実施されるオークションに向けて下記論点
について検討が必要である。

検討課題概要

認証事業の運
営形態

• 本実証実験は国の委託事業として実施し、属性情報を付与するための手数料も発生しない
スキームで実施したが、将来的には手数料収入によってトラッキング事業を自立運営すること
も考えられる

属性情報の空
押さえ防止策

• 本実証実験においては、非化石証書オークションにおいて必要量の証書を購入する意思がな
いにも関わらず属性情報の事前取り置きのみ行う(空押さえ)事業者は存在しなかった

• 一方で、今後参加小売電気事業者や取引量が増大していくことが予想される中で、空押さ
えを防止する策を検討する必要がある

証書流通量の
拡大

• 今後参加小売電気事業者や取引量が増大していくことに備えて、トラッキングスキームの対
象となる設備数と発電量を拡大していく方策を検討する必要がある

• 例えば、家庭用設備については、個人による参加登録があまり見込めないことから、参加登録
がない設備についても、個人情報保護の観点から証書に記載する情報を限定(例: 所在地
は県単位、個人名の記載はなし等)した上で、証書流通の対象とすることが考えられる。

論点例
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空押さえの防止

• 現行のトラッキングスキームにおいては、特に先着順で割当が行われるトラッキング付非化
石証書について、競合する小売電気事業者が希望のトラッキング付非化石証書を購入
できないよう妨害するために、空押さえを行う事業者が発生するおそれがある。

• そのため、本実証実験においては、取り置いた属性情報に対応する量の非化石証書を
購入する意思があるかオークション開催直前に個別に確認を行うなどの対策を講じた。

• 実証実験において問題となる空押さえを行った事業者はいなかったが、今後は取引参加
者及び取引量が増加していく中で実証実験で実施したような個別の対応を継続して実
施することは難しいため、まずは軽度のペナルティを導入してはどうか。具体的には、次回
以降のオークションにおいて、空押さえを行った事業者の名称と空押さえた属性情報の量
を公表することとしてはどうか。

• 今後空押さえが頻発するような事態となった場合には、違反の程度によってオークションへ
の参加を一時的に制限するなどのペナルティを設定することが考えられる。


